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は じめ に

バランス･スコアカー ド (BalancedScorecard:以下 BSC)が提唱されて以来およそ10年の歳月

が流れた｡BSCは今や,世界中でその有効性が喧伝され,多 くの実務家や研究者の関心を集めてい

る｡近年わが国においてもBSCを導入する企業が見受けられ始めた0

BSCについては数々の成功事例が紹介されている｡ しか し,BSCを導入 したことによって業績が

向上 したとしても,BSCによってもたらされた成果であると特定することはできない｡経済状況や

規制緩和のような外的な要因,あるいは, もともと所有するコンピテンスのような内的な要因などさ

まざまな要因によって影響を受けるか らである｡逆に,BSC導入後に業績が悪化 した場合でも,そ

の原因が BSCの導入プロセスや運営の仕方にあるのか,それともBSCのシステム自体にあるのかを

判別することは難 しい｡

BSC導入による成果を測定することが困難である以上,BSC導入による長期的な成功を考える場

合,BSCのシステムに欠陥がないかどうか検証する必要がある.BSCに対 してこれまで何の批判 も

なされてこなかったわけではない｡BSCの根幹となるコンセプ トを揺 るがせるような批判 もある｡

これらの批判を討究 し,今後検討すべき課題を導き出すことは,BSCの理論的な妥当性を追及する

のに貢献するであろう｡

以上のような観点から,本稿では,BSC研究においてさらに論及すべき課題が明確になるよう,

BSCのシステムについて考察することがE]的となる｡ この目的を達成するために,まず,第-節で

は,戦略的マネジメント･システムとしての BSCを三つの側面 (多面的業績測定 システム.予算 ･

計画との統合,コミュニケーション)に分けて概説する｡次に,第二節にて,BSCに対 してこれま

でなされてきた批判的見解をレビューする｡その際に,BSCに対する批判が BSCのどのような側面

において何を問題としてなされているのかを明示する｡そして,第三節において,第二節での議論を

もとに,新たにどのような研究が求められるのかを明らかにする｡

1.戦時的マネジメント･システムとしてのBSC

BSCは,イノベーション･アクションリサーチり)(Kaplan,1998)のサイクルに従って発展 して

(1) イノベーション･アクションリサーチとは,研究者自らが実務へ理論を導入し実践に移すことに深く介入

しながら.理論モデル自体の進化を目指す方法論である｡
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いる｡ 当初,多面的な業績測定 システムを意味 していた BSCは,戦略的マネジメント･システム-

と変貌 した(2)｡ この発展に伴 って,議論の焦点は,何を測定するのかという問題か ら指標をどのよう

に利用するのかという問題へ移 ることになった (Kaplan&Norton,2001b,p.158)｡

下図は戦略的マネジメント･システムの BSCの実行プロセスを示 している｡本節では,BSCのコ

ンセプ トを下図に示す三つの側面 (多面的業績測定 システム,予算 ･計画との統合,コミュニケーショ

ン)に分け,それぞれについて概観するOあわせて,それ らの側面をっな ぐ鍵 となるコンセプ トを示

す｡
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図 戦略的マネジメント･システムとしての BSCの実行プロセス

ト 1 多面的業績測定 システム

BSCは,財務的指標の問題点 (3)を克服すべ く,四つの視点 (4)を介 して財務的指標 と非財務的指標

を併用す る業績測定 システムとして開発 された｡BSCのそ もそもの基本的性格は,財務的指標 と非

財務的指標を休系的にまとめたマネジメント･レポー トであった｡マネジメ ント･レポー トに非財務

的指標を含めることによって,マネージャーが意思決定を行 う際に業績を多面的に評価できるように

図 ったのである｡

(2) BSCの発展過程は,河合 (2001),長谷川 (2001),乙政 (2002),挽 (2002)によって考察されているo

(3) Ittner&Larcker(1998b,p.27)において,次のような財務的指標の問題点が挙げられている｡① 将来志

向ではなく過去志向である,②将来の業績を説明するための予測能力に欠けている,③短期的な行動を促進

する.④ 問題に対して根本的な原因を指摘したり,解決に要する情報を提供したりしないので,管理のソー

ルには向かない.⑤ 重要なビジネスの変化を早期に把握できない.⑥統合･集約されすぎているため管理行

動の指針にならない,⑦ 企業内において職能横断的なプロセスではなく職能を反映する.⑧知的資本のよう

な無形資産を定量化するには不向きである｡

(4) 四つの視点は,① 財務の視点 (FinancialPerspective),② 顧客の視点 (CustomerPerspective),③ 社

内ビンネス･プロセスの視点 (InternalBuslneSSProcessPerspectlVe),④ 学習と成長の視点 (Learnlng

andGrowthPerspective)からなる｡ただし,開発当初のBSC(Kaplan&Norton,1992)では,③ の社内

ビジネス･プロセスの視点が社内ビジネスの視点 (InternalBusinessPerspectlVe),④ の学習と成長の視点

が革新と学習の視点 (InnovatlOnandLearnlngPerspective)となっている｡BSCの発展過程で,革新と学

習の視点で捉えていたイノベーションに関する指標が,ヒシネス･プロセスの一部として取り入れられるよ

うになったのである (長谷川,2001)0
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その後,BSCは.多面的業績測定 システムとしての側面を中核 として,戦略を実行および管理す

るための戦略的マネジメ ン ト･システムへ と発展 していくことになる0Kaplan&Norton(1996a)

は,戦略的マネジメント･システムとしての BSCを利用することで,四つのマネジメント･プロセ

ス(5)が導入できることを明 らかにしたO

四つのマネジメン ト･プロセスとは,① ビジョンをわか りやすい言葉に置 き換える (translating

thevision),② コ ミュニケー ションと リンケージ (communicatingandlinknge),③ 経営計画

(businessplanning),④ フィー ドバ ックと学習 (feedbackandleaning),を指す｡｢多面的業績測

定 システム｣は, この うち.① の ｢ビジョンをわか りやすい言葉に置 き換える｣ と④ の ｢フィー ド

バ ックと学習｣に対応 している｡

｢ビジョンをわかりやすい言葉に置 き換える｣プロセスでは. トップ ･グループが ビジョンや戦略

を組織成員に理解 しやすいオペ レーショナルな業績指標 (非財務的指標)(6)に置 き換える｡ このプロ

セスを通 じて, ビジョンや戦略をあいまいに理解 していることが多かった トップ ･グループのあいだ

で,戦略目標やそれを達成するのに必要な行動 とは何かということについて明快なコンセンサスが得

られる｡ このプロセスでは,戦略マップ (StrategyMap)(7)が大きな役割を果たす｡

｢フィー ドバック､と学習｣プロセスでは,戦略の有効性が検討 されるO このプロセスにおいて, トッ

プ ･マネジメントは従来あまり意思決定に利用することがなかったオペ レーショナルな業績指標に注

目する｡BSCが もたらす このようなフィー ドバ ック情報をもとに,月次あるいは4半期 ごとの会議

において,戦略の基礎 となる仮説が検証され,評価され,修正される｡ この ｢フィー ドバ ックと学習｣

のプロセスは,① の ｢ビジョンをわか りやすい言葉に置き換える｣プロセスに還元 される｡ ここで,

必要に応 じて戦略の仮説に関する最新情報や次期に必要なパフォーマンス･ドライバー (performance

drivers)(8)が再度検討される｡

BSCの ｢多面的業績測定 システム｣の側面では,上記二つのプロセスを通 じて, トップ ･マネジ

メントのあいだで自社の事業の理論 (9)(Drucker,1994)が理解され,恒常的に検証されることになる｡

(5) Kaplan&Norton(2000b)では.四つのマネジメント･プロセスをベースにして,戦略志向組織 (Strategy-

FocusedOrganization)になるための五つの原則が唱えられているO

(6) 非財務的指標は,財務的指標とは異なり,会計的な手続きを経ないため,一般的に誰にも理解が容易であ

る｡なお.非財務的指標の長所と短所については,乙政 (2001)を参照されたいo

(7) 戦略マップとは,戦略を記述するためのテンプレ-トであるD Kaplan&Norton(2000b)によれば,戦略に

は補足的な戦略的テーマが設定されている｡補足的な戦略的テーマとは.(丑特権の構築 (BulldthefranchlSe-

新製品 ･サービスの開発と新しい市場や顧客セグメントへの浸透による価値創造),② 顧客価値の増進 (Ⅰncrease

customervalue一現在の顧客との関係の強化),③ 卓越 したオペレーションの達成 (Achieveoperational

excellence-顧客に現在の製品 ･サービスを効率的かつタイムリーに提供するための価値創造),④ 良き企業

市民とIi:る (BeagoodcorporatecltlZen一外的利害関係者 ･規制団体との関係の管理)を指すD四つの戦

略テーマのうち,最も重視するテーマを決定すると.戦略マップに基づいて.各視点でどのような要因を重

視しなければならないか,また,どのような要因を見落としていたかをチェックすることができる｡

(8) 成果指標 (経営活動の結果を事後的に示す指標)向上の原動力となる指標を指す

(9) 事業の理論 (atheoryofthebusiness)は,① 組織を取り巻く環境に関する前軌 ②組織の特定の使命

に関する前提,③組織の使命を達成するために必要な中核となる頼みに関する前提,という三つの前提から

横坑される (Drucker,1994,p.99)O
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卜2 予算 ･計画との統合

｢予算 ･計画との統合｣は,上述 ③ の ｢経営計画｣に対応 している｡このプロセスにおいて,BSC

と計画や予算が統合されるD具体的には,まず各視点に記載 される指標に対 して意欲的なターゲット

が設定される｡そうすることで トップは組織を変革することが必須であることを従業員に伝達する｡

次に,設定されたターゲットを達成するための手段 として TQM (TotalQualityManagement)や

リエンジニアリング (reengineering)のような戦略的実施項目 (strategicinitiatives)を決定する｡

同時に,それらの実施項目に必要 とされる財務的 ･人的資源が明確にされる｡さらに,各視点の指標

に関 して特定の短期的ターゲ ット (mllestone)が確立され, この短期的 ターゲット達成に向けて当

該年度の資源配分と予算が計上される｡

ト3 トップダウン ･コミュニケーション

上図にある ｢コミュニケーション｣は,上述 ② の ｢コ ミュニケーションとリンケージ｣に照応 し

ている｡戦略を具体的に記述 したBSCを組織全体に普及せ しめることで.全成員を戦略に向けて統

合するプロセスであるO全成員を戦略に向けて統合するために用いられるコミュニケーションの方法

は,大 きく分けて三つある｡ i.いろいろなコミュニケーション･メディアの利用およびに教育プロ

グラムの実施,ii.個人目標やチーム目標の開発.iii.目標達成度 と報酬 システムとの リンケ-ジ,

である｡また,従業員への教育を強化するために,実績に関するフィー ドバ ック情報が社内イントラ

ネットなどを通 じて従業員に提供される(10)Oこのプロセスにおいて,戦略マップは,従業員に戦略の

意図と実践方法を伝える地図としての役割を果たす (Kaplan &Norton,2000a)a

Kaplan&Nortonは, このプロセスを ｢トップダウン･ディレクションではなくトップダウン･

コミュニケーションである｣(Kaplan&Norton,2000b,p,12)としている｡

1-4 BSCの鍵となるコンセプ ト

上記の四つのマネジメント･プロセスを可能にする上で,鍵となるコンセプ トは ｢因果関係｣であ

る.Kaplan&Nortonは,｢戦略は因果関係に関する一種の仮説である｣(Kaplan&Norton,1996b.

p.30)とする｡そして,四つの視点は戦略を記述するために利用されている｡

Kaplarl&Nortonは,｢適切に構築されたスコアカー ドは,一連の因果関係によって ビジネス ･ユ

ニットの戦略のストーリーを伝えるであろう｣(Kaplan&Norton,1996b,p.149)と述べている｡四つ

の視点相互間に因果関係を想定すれば,戦略は一つのストーリーとして表現できる｡例えは,従業員の

スキルの向上によって作業の改善を果たし,定刻配送を実現する (学習と成長の視点-社内ビジネス ･

プロセスの視点)｡そのことによって顧客 ロイヤリティが高まり (社内ビジネス ･プロセスの視点-戟

客の視点),結果として売上が増大する (顧客の視点-財務の視点)というように戦略が表現される｡

(10) オープンプソク･マネシメントは.恒常的に財務データを従業員に公開することで情報を共有し.会社が

利益をあげることに全従業員を集中させる経営手法である｡決まった方法があるわけではないが,その原則

は,① 従業員に経営数値を公開して,さらにその読み方を教える,②従業員に経常数値を改善するために行

動する機会を与える,③ 改善によって会社が得た利益を従業員に分け与える.である (Case.1995)｡BSC

はオープンブック･マネシメントの原則を満たしているといえるであろう｡
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このように戦略をス トーリーとして表明することで.四つのマネジメント･プロセスが実現可能と

なる｡すなわち.戟略にス トーリーを持たせようとすると,ス トーリー化する過程で トップ ･マネジ

メントの問で戦略を達成するための具体的な方法が共有され (ビジョンをわかりやすい言葉に置き換

える),ス トーリーを持たせると従業員は戦略をより良く理解するLlll(コミュニケーションとリンケー

ジ)C さらに,戦略のス トーリー化のおかげで実施項目の優先順位が明確になり,資源配分が容易に

なる (経営計画)｡また,ス トーリーの元になっている因果関係の仮説を検証することで,時として

戦略を修正することも可能になる (フィー ドバ ックと学習)0

2.BSCに対する批判

BSCは,世界中でその有効性が喧伝され,多 くの実務家や研究者の関心を集めている｡それでも,

BSCに対する批判が何もなされてこなかったわけでも,現時点において根絶 したわけでもない｡理

論面 ･研究面での批判 も実践面での批判 もある｡本節では,BSCに対 してどのような批判がなされ

ているのかを考察する｡その際に,導入に関する批判,業績評価に関する批判,コミュニケーション

に関する批判の三つに分けて検討する｡業績評価に関する批判 とコミュニケーションに関する批判は

それぞれ.前節で提示 した ｢多面的業績測定 システム｣と ｢トップダウン･コミュニケーション｣に

照応 している｡

2-1 導入に関する批判

導入に関する批判は,実践面での批判であり,導入に費やされる時間とコス トについてなされてい

る｡Ahn(2001)は,ABBIndustrieAG社のBSC導入プロジェク トに準教授 として参加 し,そこ

でのBSC導入の困難さを報告 している｡それは,指標の選択,指標問の因果関係の設定,短期的な

クーケットの設定はKaplan&Norton(1996b)の示す以上に困難を伴う作業であり,予想外に多大

な時間を費やすということである(12)｡

また,スウェーデンのコンサルタントである01veetal.(1999)によれば,財務の視点以外の三つ

の視点においてほ,業績評価指標に関する情報の多 くが,既存の管理 システムからは入手 しがたいと

される｡既存の管理 システムから入手できない情報を得ようとして新たに業績指標を設定するような

場合,データを得るために手作業で集計 したり,情報 システムに新たな投資を強いられたりする結果

となる｡ したがって,意思決定のために絶えず新 しい情報を分析 し.それに伴 う追加 コス トと便益な

いし効用を比較 しなければならない事態が生 じる (01veetal.,1999,訳書,p.250)o

BSCの導入には多くの時間とコス トがかかるのは事実である｡TowersPerrin社の 60社を対象と

したサーベイによると,回答者の 25%が BSCを実行 ･運営するのに過大な時間や費用を必要とすると

いう大きな問題を経験 している｡そして,44%がスコアカード･アプローチを支援するために多方面に

(ll) Shawetal(1998)は.高校生の学習プロセスにおいてスト-1)-形式の学習が,学習･記憶という点で最

も効果的であるという結果が出ていることを紹介した上で,3Mの経営陣が組織成員に向かって戦略をストー

1)-として語ったことが大きな利点をもたらした事実を指摘しているD

(12) ただし,この導入プロシェクトに戦略マノブは利用されていないO
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わたる情報 システムを開発するという問題に遭遇 しているのである (Ittner&Larcker,1998b,p.223)0

Moorajetal.(1999)は,BSCに関 して,更なる研究によって解決されるべ き主要な問題は,BSC

の費用-便益であるという｡戦略マップ(13)や DTPワークシー ト(14)の開発あるいはBSCの作成を支

援するソフ トウェア115)の発売によって BSC構築プロセスは大幅に短縮 されると考え られるちのの,

依然 として BSCの導入 コス トが,BSCによる組織業績の改善を上回ることもありうる｡

しか し,BSCを導入 ･実践する上でのコス トやベネフィットを正確 に見積 もることは極めて困難

である｡Moorajetal.(1999)が指摘するように,BSCの導入を検討するにあたって,マネージャ-

はBSCの長所や短所を概観するケース ･スタディや文献を読むことによって BSCの是非を判断せざ

るを得ないのが現状であろう (Moorajeta1.,1999,p.489)0

したが って,BSCの導入を検討す る実務家にとって重要になるのは,MaCuun(1998)が BSCを

成功 させ るための十戒 (16)に付け加えた一つの戒律である｡つまり,｢達成 したいことがわか らないな

ら,BSCの実行を始めるな｣であるO 何を目的にBSCを導入するのかが明確でなければ,それこそ

時間と費用が無駄に費やされることになる0

2-2 業績評価に関する批判

BSCは主に事業単位に対 して構築 されるが,事業単位の業績測定には,二つの機能があると考え

られる(L7)｡一つは,事業単位管理者の業績評価である｡ これは,事業単位管理者の業務への動機付け

を促進することを目的とし,人事考課に用いられる｡ もう一つは,事業単位そのものの業績評価であ

り,事業単位の収益性評価である｡ ここでは,事前に設定 した目標と実績の比較を通 じて.現行の問

題点 ･改善点の発見や次期の経営計画策定のための基礎資料作成がなされる｡以下では,BSCの も

(13)典型的なBSC構築プロセスには16週間かかる (Kaplan&Norton,1996b,ppt308-310)とされていたか,

戦略マップを利用することで,半減できるとしている (Kaplan&Norton,2000,p.357)｡
(14)DTPワークシートは,わが国で提案された ｢ネオ･バランスト･スコアカート経営｣を具体化した手法で

ある (伊藤 ･小林,2001)｡提唱の背景には,単に米国発のBSCを模倣するだけでは米国企業に対する競争

優位を再構築できないという信念があるcDTPワークシ-トでは,BSCの四つの視点の関係を階層的に比

較検討し,戦略目標や業績評価指標 (成果指標およびパフォーマンス･ドライバー)の妥当性を多元的に評

価できるように工夫されている｡なお,DTP(DesignToPerformance)とは,フィードフォワードの形で

戦略の達成を目指すへく,事前に業績を作りこむことを意味しているO

(15)伊藤 ･小酒井 (2001)は,代表的なパッケージ･ソフトであるCorVu社のソフトウェアとABCTechnO-

logies社のソフトウェアを比較検討し,それぞれの機能上の特徴を明らかにしている｡

(16)BSCを戒功させるための十戒は次の通りである (MaCuun,1998,p.35)0① スコアカードを戦略的目標へ

の実行手段として利用せよ,② スコアカートが実行される前に戦略的目標が設定されていることを確保せよ,

⑨ トップレベルのスコアカードへの支援と関連するラインマネーシャーの関与を確保せよ,④新しいスコア

カードを導入する前にパイロットテストを実行せよ,⑤ スコアカードを実行する前に各事業単位に対して,

｢実施前調査｣を実行せよ,⑥ スコアカードをより強いトソプ･ダウンコントロールを得るために利用する

な,⑦ プロジェクトを標準化しようとするな,⑧ スコアカードを利用する際のトレーニングやコミュニケー

ションの必要性を過小視するな,⑨ 複雑に考えるな,あるいは完空きを求めるな,⑩管理業務の増大やスコ

アカートによる期間報告のコストを過小視するな｡

(17) 代表的な事業単位である事業部の業績測定には業績評価機能と収益性機能がある (谷,1983)O
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つ ｢多面的業績測定システム｣としての側面に対する批判を事業単位の業績測定の二つの機能から検

討する｡

2-2-1 事業単位管理者の業績評価に関する批判

事業単位管理者の業績評価に関する批判は,Lipe&Salterio(2000,2002)によって トップの情報

処理能力という観点から試みられている(18)0

Lipe&Salterio(2000)は,実験室実験の結果から,複数の管理者を評価する際には事業単位に固

有の指標は軽視され,事業単位問で共通の指標 (たいていは財務的指標)が重視されることを示 して

いる｡それは, トップの認知上の限界も手伝 って,共通の指標によって比較を行う方が容易なためで

ある｡共通の指標が重視されることは,事業単位の管理者を共通の指標の達成に集中させ,その結果

事業単位に固有の事業戦略の実行が損なわれる可能性のあることを意味 している｡

さらに,Lipe&Salterio(2002)では,BSCのカテゴリー (四つの視点)が認知限界を克服するの

に役立っているかどうかを調査するために,二つの実験室実験が行われている｡方法として,まず二

つの状況が作 り出されている｡一つは,BSCの単一の視点に属するいくつかの指標がEj標を上回 っ

ている (あるいは下回っている)状況である｡二つ目は,四つの視点それぞれにおいて目標を上回っ

ている (あるいは下回っている)指標がある状況である｡そして,そのそれぞれの状況において,

BSCのカテゴリーを用いた報告フォーマットをもっ評価者とカテゴリーのない報告フォーマットを

もっ評価者の判断 (二人の事業単位管理者の評価)を比較 している｡その結果,業績結果のパターン

に応 じて,BSCの報告フォーマットは,評価者の判断に影響を与えうることを記 している.

Lipe&Salterio(2000)の研究に対 して,Kaplan&Nortonは,業績測定 システムとしての BSC

に焦点を当てており,マネジメント･システムとしてのBSCの役割を試行 していないとしている

(Kaplan&Norton,2001a,p.102)｡ このことを言い換えると次のように理解できる｡すなわち,戟

略的マネジメント･システムとしてのBSCでは,視点間 ･指標問に因果関係が組み込まれる｡それ

によって,財務的な成果を得るために何をすべきかということがストーリーとして表現され, トップ ･

マネジメントをはじめとして従業員全員が戦略をどのように実行するかを十分に理解することが可能

になる｡そのため, トップが管理者の業績を評価する際も特定の指標に関心を示すことはなく,事業

単位の管理者も特定の指標を意識 して意思決定を行うことはないということである｡

Lipe&Salterio(2002)の研究結果は,目標と実績とのあいだに差異をもっ指標がBSCのカテゴリー

それぞれにまたがって複数存在する状況のように.状況によっては,BSCの報告フォーマットが評価

者の情報処理軽減に役立っていない可能性があることを示 している｡ただし,彼らの研究では,自身

が研究の限界として認めているように,主観的な業績評価 (19)のみを調査 しており (Lipe&Salterio,

(18) L】pe&SalterlO(2000,2002)は,直接BSCを批判しているわけではない｡しかし,実験室実験の結果が

BSCに対する否定的な意味合いを含むため,本稿では批判として取り扱う｡

(19) ここでの主観的な評価とは,多数の指標に配分するウェイトを評価者が主観的に選択する評価を指す｡他

には,能力や努力のような定性的な要因を評価者が主観的に判断する評価がある｡Simonsによれば,主観

的で貢献度をベースにした報酬制度では,考慮すべき点が二つあるとされる｡それは,報酬の仕組みにおけ

る主観性と結果よりも貢献度に報酬を出す際の主観性である (Simons,1995,p.117)0
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2002,p.539),事前に四つの視点さらには視点内の指標に配点をっけるような業績評価を検討 してい

ないのである｡Kaplan&Norton(2000b)に示される実例では,評価を行う上で業績指標を結合する

ためのウエイ ト付けや公式が用いられている｡ これらのウエイ ト付けや公式が,評価者の判断にどの

ように影響を与えるか検討する必要があるといえる｡

事業単位管理者の業績評価に関する批判は, トップの情報処理能力とは直接関係 しない観点からも

なされているDPfeffer&Sutton(1999)は,BSCの問題点として, i.多数の指標を含むのでシステ

ムが複雑になること, ii.主観が入るような指標が多いため評価が主観的になること,in.厳密な基

準で評価 しようとすると,組織の長期的な成功には欠かせないが定量化の難 しい重要な要素を見落と

す場合があること,の三点を挙げている｡

しか し, iのシステムが複雑になるという問題に関 しては,上述 したウエイ ト付けや公式を設定す

ることが有効であろうo iiの評価が主観的になるという間是副こおいても,適切な指標を導出すること

で対応できると考えられる｡非財務的指標は,組織における定量的変数だけでなく,定性的変数もモ

ニターできる (MacArthur,1996)という利点をもつ｡例えば,従業員モラルのような主観的な判断

を要する変数を従業員離職率という客観的に評価できる指標に置き換えることができるのである(20jo

iiiの定量化が難 しい重要な要素を見落とすという問題については,たしかに能力,努力,意思決定

の質のような定性的な要因は観察 し測定することが難 しいといえる｡それでも,報酬制度に主観的な

評価を組み合わせる(21)ことで問題の発生を防 ぐことになろう｡Pfeffer&Sutton(1999)は, これら

の問題点を導 くために金融機関の事例を紹介 しているが. これらの問題が発生する原因には.報酬制

度の設計の拙さも関係 していると考えられる｡報酬とBSC上の業績評価指標をリンクさせる場合,

報酬制度のデザインには十分な注意が必要である(22)0

2-2-2 事業単位の業績評価に関する批判

(1)四つの視点の妥当性

BSC提唱者であるKaplan&Nortonが ｢四つの視点は拘束服ではなく,一つのテンプレー トとし

て考えられるべきである｡四つの視点が必要かつ十分であるという数学的理論は何 もない｣(Kaplan

&Norton,1996b,p.34)と述べていることもあり,四つの視点の妥当性に関 して疑問が呈される場

合がある｡

例えば,Chowetal.(1997)や01veetal.(1999)が示す事例では,再生と開発.人的資源のよう

にKaplan&Norton(1996b)の提示する四つの視点に見られない視点が見受けられる｡ただし,こ

(20) ただし,Dhavale(1996)が指摘するように,定性的な変数と定量的な指標との相関関係がはっきりしない

限り利用を避けるべきである｡

(21) Kaplan&Nortonは,主観的な判断を組み合わせている企業の例を挙げて,必ずしも結果に基ついた報酬

制度がマネージャーに報酬を与える理想的な方法であるとは限らないことを示している (Kaplan&Norton,

1996b,p.220)0

(22) Kaplan&Nortonは,BSCと報酬を連動させる際に検討すべき事項として5点挙げている (Kaplan&

Norton,2000,pp.265-266)Oそれは,①導入のスピード.②客観的指標と主観的指嵐 ③業績指標の数,

④個人業績とチーム業績,⑤改定の頻度,である｡
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れらの特有の視点も究極的には四つの視点に含めることが可能である (Epstein&Manzoni,1998)｡

どのような視点を設定するかによって何を測定するかは変わってくる｡それにもかかわらず四つの視

点の汎用性は依然として高いといってよい｡

一方,業績測定 システムを利害関係者アプローチとして捉える論者は,BSCにサプライヤーやコ

ミュニティに関する視点がないことを批判する(23)(Atkinsoneta1.,1997;Boyett&Boyett,1998)0

Niven(2001)もまた,組織はコミュニティの中に内包されるため,成功を続けるためにはコミュニ

ティに貢献 し,なおかつ依存 しなければならないとして,コミュニティの視点を五番目の視点に付加

することを提唱している｡

BSCの四つの視点には,三つの主要な利害関係者が含まれる｡財務の視点は株主 (債権者)杏,

顧客の視点は顧客を,そ して,学習 と成長の視点は従業員を対象として含んでいる｡BSCを利害関

係者アプローチから捉えるならば,たしかにサプライヤーやコミュニティに関する視点が欠けている

といえる｡

しか し,Kaplan&Norton(2000b)が,利害関係者スコアカー ド(24)よりも戦略的スコアカー ドを

推奨するのは.前者では視点間に因果関係が想定されず戦略をス トーリーとして表現できないためで

ある｡BSCは単なる業績測定 システムではなく,戦略的マネジメント･システムである0時に新た

な視点を設定するにしても.いかに戦略を記述するかという観点から考慮すべきであろうO

サプライヤーに関 しては,社内ビジネス ･プロセスの視点を拡張 して捉えることも可能であろう0

また,Kaplan&Nortonは, シェア一 卜･サ-ビス部門 と事業単位のシナジー効果を生み出すた

めに使用するスコアカー ドをサプライヤーのような外部のパー トナーにも適用できるとしている

(Kaplan&Norton,2000b,p.208)｡必ず しもサプライヤーの視点を独立 して設定する必要はないと

いえようO

コミュニティに関 しても独立の視点を設ける必要はないという考え方が成り立つ｡コミュニティは,

株主 ･債権者,組織,従業員,サプライヤー,顧客から構成される｡コミュニティの中で企業は営利

を目的として結社される｡適正な利益を計上すれば,従業員の雇用の確保,サプライヤーへの代価の

支払い,株主-の配当,税金の納付が可能になるOまた,利益を獲得するために顧客の満足を追求す

る｡このことがコミュニティの繁栄につながるといえる｡つまり,企業は自らの活動を通 じてコミュ

ニティに貢献するのである｡そのため,コミュニティの視点をことさらに設けなくても,四つの視点

を貫 く ｢良き企業市民になる｣という戦略テーマのもとでコミュニティを考慮に入れれば十分であろ

うC,

(23) AtklnSOnetal.(1997)は,業績測定システムは.企業が利害関係者との契約関係をモニターするために利

明するツールであるとして.利害関係者アプローチを推奨Lている｡また,Neely&Adams(2001)は.莱

績測定における大きな誤りの一つは､指標が戦略から派生されるべきだとすることであるとし,最初に考慮

すへき基本的な視点は,利害関係者の視点であるとしているo

(24) Kaplan&Nortonは,自分たちが推奨するBSC(戦略的スコアカート)の他に,利害関係者スコアカード

(StakeholderScorecard)と重要成功要因スコアカード (KPIScorecard,KeyPerformancelndieator)が

実務で見受けられることを明らかにしている (Kaplan&Norton,2000b.pp.100-104)｡利軍関係者スコア

カートでは,利害関係者ごとに視点が設けられ,視点のあいだに因果関係は想定されない｡
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(2)因果関係のあいまいさ

N¢rreklit(2000)は,BSCで唱え られている因果関係のあいまいさを批判 している｡ それは

N¢rreklit(2000)が原因 ･結果の関係を科学的に捉えているからである｡厳密にいえば,因果関係は,

時間的 ･空間的に近接 して観察される二つの独立 した事象において,事象 Xが観察されるとき,必

ず, もしくはかなり高い確率で,事象 Yが観察される場合にのみ成立する (Norreklit,2000,p.70)0

因果関係をこのように厳密に理解するとき,BSCで想定される因果関係の概念は厳密な意味での

因果関係の枠をはみ出している｡論理的関係のはかに手段 ･目的関係までその中に混在させている(25)0

N¢rreklit(2000)は, このような性質の異なる複数の関係を一つのカテゴリーの中に含めたままで意

思決定を行 うことは,逆機能的な行動を引き起こしたり,部分最適化を招いたりする恐れがある(26)

と主張 している｡

さらに,Norreklit(2000)は,四つの視点のあいだの関係が因果関係ではなく相互依存の関係にあ

るとしている｡例えば,社内ビジネス ･プロセスの視点ならびに財務の視点からすると,研究開発へ

の投資を引き出すには先立 って満足な財務的結果を実現することが必要であるが,満足のいくような

財務的結果を生み出すためには研究開発が必要となるのである(271｡

Kaplan&Norton(1996a,b;2000a,b)は,因果関係の明確なる定義を示 していない｡ おそらく

Nくけreklit(2000)の言 うような厳密な意味での因果関係は想定 していないのであろうOそのため,莱

際問題として,明確な因果関係を識別 したり,検証 したりすることが困難になることも十分に予想さ

れる｡

しか し,因果関係の定義が明確でないことは,直ちにBSCの有用性を完全に否定するわけではな

いo小林 (2000)が指摘するように,因果関係が組み込まれているが故に,組織メンバーに戦略と整

合的な行動をとらせることができるのである｡それは,四つの視点あるいは指標間に因果関係が組み

込まれることによって戦略がス トーリ-性をもって語 られ,従業員がよりいっそう戦略を理解すると

考えるからである｡

また,戦略を実行する際に,BSCを利用することに困難が生 したとしても,利用者が主体的に困

難を克服 し,不備を補 うことが大いにありうる｡BSCはインターラクティブ ･コントロール ･シス

テム(28)として利用されるため,｢インターラクティプなコントロールあるいは組織メンバー間の対話

(25) 例えば､BSCでは ｢顧客満足の向上-顧客ロイヤルティの向上-財務的業績の向上｣という関係を原因-

結果の関係であると捉えるが,現実には顧客の中にロイヤリティこそ持っが注文は少量しかしない顧客や,

低価格でカスタマイズされた製品しか購入しない顧客も含まれている｡このような顧客の場合は,たとえ企

業が彼らに満足を与えたとしても,その満足が必ずしも収益の向上にはつながらないOここに厳密な意味で

の因果関係は存在しないことになる｡

(26) deHaas&Kleingeldも同様の批判を行っている｡｢妥当でない仮説は,誤った業績指標へと導き,結果と

して逆機能的な組織行動や部分最適化へとつながる｣(deHaas&Kleingeld,1999,p.244)0

(27) 社内ビジネス･プロセスの視点ならびに顧客の視点についても,営業担当者が配送時間の短縮を実現した

り,特化した製品を顧客に提供したりすると,fj:るはと顧客の満足は得られるけれども,製造プロセスが非

効率になる恐れがあるとしている｡

(28) インターラクティブ･コントロールシステムは,｢マネージャーが部下の意思決定行動に定期的かつ個人的

に介入するために利用するフォーマルな情報システム｣(SlmOnS,1995,p.95)である｡Kaplan&Nortonは
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は,相互依存関係の理解を高めるのに役立っ｡因果関係についての不十分さが対話によって捕われる

といってよい｣(小机 2000,p.9)のである｡

ただ し,想定される因果関係のあいまいさが直ちにBSCの有効性を否定 しないとはいえ,因果関

係の妥当性に関する経験的証拠を蓄積 していくことは重要であろう｡戦略的マネジメント･システム

としてのBSCにおいて鍵となるコンセプ トは ｢因果関係｣だからである｡

もちろん因果関係に関する実証研究が存在する｡たとえば,Ittner&Larcker(1998a),Behn&

Riley(1999),Bankeretal.(2000)は,顧客満足に関する非財務的指標と利益 ･コス トなどの財務

的指標との関係を検証 している｡また.Nagar&Rajan(2001)は,製品欠陥率や定時配送のような

非財務的な指標と将来の売上の関係を調査 している｡ これらは,非財務的指標と財務的指標とのあい

だの因果関係に関して概ね良好な結果を示 している｡

このように,現在見られる研究は,因果関係の妥当性に関 して経験的証拠を蓄積することに貢献 し

ているといえる｡それでも,四つの視点から考えれば,部分的な分析であったり,あるいは,特定の

産業を対象にしていたり,タイムラグが考慮されていなかったりする｡今後もさらに精度の高い研究

を進めることが望まれる(29)0

2-3 コミュニケーションに関する批判

Norreklit(2000)はさらにBSCを批判 している｡それはBSCが高度に階層的に トップダウン型の

コントロールであるため,今日のダイナ ミックな経営環境の下で戦略的マネジメント･システムとし

て個々の企業に定着することは難 しいという批判である｡

その根拠は二点ある｡第-は,BSCが トップダウン型のコントロールであるため,従業員の内的コ

ミットメント(internalcommitment)ではなく外的コミットメント(externalcommitment)(30)を促進

して しまうことである｡第二は,BSCを利用すると,戦略の確実な実行が何よりも強調されるため,

競合者の行動結果をモニタリングしたり,技術的な開発の継続的なモニタリングをしたりすることか

ついなおざりにされて しまうことであるO

外的なコミットメントへのフォーカスが強くなると,従業員は測定の対象となる指標に設定されて

いる目標を達成することばかりに注意を集中してしまい,外的な環境に関する情報を収集する動機を

失ってしまう｡そのため,環境に適合するのに必要な情報が確保されず,ひいては従業員の行動と戦

略との整合性が失われ,結局,戦略を実現できないという事態に陥りかねない｡

｢BSCを実行に移した事例のいくつかは診断的にしかスコアカードを使わなかったために失敗した｡そして,

インクーラクティプ･システムから学習やイノベーションという便益をえることができなかった｣(Kaplan

&Norton,2000b,p350)としているDBSCはインターラクティフ･コントロールシステムとして利用する

必要がある｡

(29) Ittner&Larcker(1998b)や河合 (2002)では,財務的指標と非財務的指標の因果関係に関する先行研究

の体系的なレヒューが行われている｡

(30) ｢外的コミットメント｣とは,従業員自らが決定する権限のない契約項目･職務規定のもとで自らの行動に

対するモティベーションを見出すことを意味し,｢内的コミットメント｣は,本人のやる気,自発性に基づく

職務-の取り組みを指す (ArgyrlS.1998)0
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Kaplan&Nortonは,BSCを利用すればマネージャーに外的な環境だけでなく競合者の業績を

無視させるような内的志向を生み出すと主張する論者がいる(l])として,それに反論を行 っている

(Kaplan&Norton,2000b,pp.3141315)｡すなわち,マネージャーや従業員が競合者の動向や外的

な環境に関する情報を収集するよう動機づけられなくなるという批判に対 して,まず,少なくとも二

つの方法で競合者の動向や外的環境がBSCの構築に組み込まれているとする｡それは, i.最初期の

戦略が策定されるとき,マネージャ-は標準的な戦略的計画作成の方法論に従っていること, ii.ス

コアカー ド上の多 くの指標は競合者との比較の上に立 って測定されること,である｡さらに,一旦戦

略が策定された後に新 しい脅威が生 じた場合にも問題はないという｡その理由として,ih.戦略を全

従業員にコミュニケーションするのに成功 している限り,従業員が目となり耳となって戦略に影響を

与える可能性のある要因の発見に努め,発見した要因を社内イントラネットなどを利用してマネージャー

に知 らせて くれること,を挙げている｡Kaplan&Norton(2000b)によれば.BSCは iとiiとiiiの

効力によって本来の期待される機能を果たすのである｡

Kaplan&Nortonは,BSCを導入 ･実行するにあたって,BSCを ｢トップダウン･コントロール｣

に利用するのではなくて,｢トップダウン･コミュニケーション｣に利用せよととくに強 く要請 して

いる (Kaplan&Norton,1996b,p.25;2000b,p.216)0NeLrreklit(2000)の批判とKaplan&Norton

(2000b)の反論を比較すると,マネージャーや従業員が競合者の動向や外的な環境に関する情報を自

発的に探索 し収集するかどうかは,つまるところ,BSCが ｢トップダウン･コントロール｣として

利用されるのか,それとも ｢トップダウン･コミュニケーション｣として利用されるのかという問題

に行きっ く｡すなわち,N¢rreklit(2000)の主張する通り,BSCが ｢トップダウン･コントロール｣

として利用されるのであるならば,Kaplan &Norton(200Ob)の上記iiiの主張は成立 しない｡

そこで,乙政 (2001)では,｢コントロール｣ と ｢コミュニケーション｣がどう違 うのか, もし違

うとしたら,その違いがマネジメント･システムにどのように関わるのかについて考察を行ったOそ

の結果,次のようなインプリケーションを得たOそれは,｢コントロール｣と ｢コミュニケ-ション｣

を言葉の上で明確に区別できても,現実に明確な境界線を引 くことは難 しい｡｢コントロール｣ と

｢コミュニケーション｣の相違に関 して鍵を握っているのは.経営 トップもしくは経営 トソプを支え

る指導層のリーダーシップである｡進取の気性に富んだ リーダーシップを発揮する人間たけが ｢コミュ

ニケーション｣を成立させることができるということである(32)0

BSC上では,短期目標と長期目標,財務的指標と非財務的指標,過去指標と将来指標,外部業績

(営業利益など) と内部業績 (新製品開発など)のバ ランスが図 られている (Kaplan&Norton,

1996b)o Lか し,これらのバランスは報告フォーマットとしての BSC上で凶 られているに過ぎない ｡

BSCをマネジメント･システムとして利用する場合には,運営にあたって ｢コミュニケーション｣

と ｢コントロール｣の微妙なバランスが新たに要求されることになる0

(31) Kaplan&Norton(2000b)の参考文献にNのrreklit(2000)が含まれていないため特定はできないが,内容

からして.Nのrrekllt(2000)も含むと考えられる｡

(32) 乙政 (2001)では.さらに,BSCが有効に機能する業種を限定される可能性かあることを提示しているo
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3.BSC研究における今後の課題

前節ではBSCに関するさまざまな批判を考察 した｡Norreklit(2000)の因果関係のあいまいさに

対する批判のようにBSCの根幹となるコンセプ トを揺るがすような批判 も見受けられるが,現時点

ではBSCの理論的妥当性を完全に否定するには至っていないOただし,次のような警告的な見解を

忘れてはならないであろう｡

｢マサチューセッツ工科大学が行った研究によると,マネジメントの流行は一般的なライフサイクルをたどる

という｡このサイクルは,学問的発見から始まる｡そして新しいアイディアは技法として練り上げられ,学

術的出版というかたちで発表される｡次にそれは.生産性向上やコスト削減など,経営上のアイディアとし

て広く宣伝される｡そしてコンサルタントがそのアイディアをとり上げ,普遍的な万能薬として扱う｡それ

を実践してみて,期待していたみごとな結果が出なかったとき,すぼらしいアイディアを長続きする実践へ

と転換させることがいかに難しいかがわかる｡最後には,少数の企業のみがこのアイディアの実現に腐心す

ることになる｣(Crainer,2000,邦訳,p.240)0

BSCにもこのようなライフサイクルに陥る可能性が全 くない訳ではない｡BSCについて更なる研

究が求められる所以である｡

本節では,前節でのBSCに対する批判を考慮に入れながら,BSCの理論的妥当性を追及する上で

の更なる研究課題を模索する｡その際に,前節での議論を受けて,導入に関する課題,業績評価に関

する課題,コミュニケーションの課題に分けて検討する｡

3-1 導入に関する課題

システム導入の側面では,導入に費やされる時間とコス トについて批判がなされていた｡BSCの

導入に多 くの時間とコス トがかかるのは事実である｡ しか し,BSCを導入 ･実践する上でのコス ト

やベネフィットを正確に見積もることは極めて難 しい｡それゆえに,究明されるべき課題は,いかに

時間やコス トをかけずにシステムを導入するかである｡

時間やコス トをかけずに効果的なシステムを導入するには,導入プロセスを解明 し,導入を促進す

る要因や阻害する要因を明らかにしなければならない｡谷 (2002)で謡われているように,導入プロ

セスを解明するには,産学連携のもとで研究者が積極的に導入プロセスに関与することが効果的な研

究方法となろう｡

わが国では,日本会計研究学会のプロジェク トとして,管理会計 システムの導入研究が開始されて

おり (日本会計研究学会特別委員会,2001),今後の成果が期待される｡

3-2某紙評価に関する課題

業績評価に関する批判は,二つの機能的側面から検討 した｡それは,事業単位管理者の業績評価と

事業単位の業績評価である｡前者では, トップの情報処理能力と報酬制度のデザインについての問題

がある｡後者では,四つの視点の妥当性と因果関係のあいまいさに対 して批判がなされている｡以下,

二つの機能的側面それぞれについて今後の課題を述べる｡

まず,事業単位管理者の業績評価では, トップの情報処理能力も報酬制度のデザインに関係すると

考えられるため,どのように報酬制度を設定するかが課題となる｡Kaplan&Norton(2000b)では,
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結果に基づいた客観的な報酬制度をデザインしている事例が示されている｡それにもかかわらず,

Kaplan&Nortonは,Mobile社の上級経営者の言葉から.BSCと報酬を リンクさせる際に,結果

のみに基づいた報酬ではなく,マネージャーの業績に対する主観的な評価も可能であることを導き出

している (Kaplan&Norton,200lb,p.159)｡それは,BSCをインターラクティブ･コントロール

として利用すると, トップマネジメントがマネージャーの能力や努力を十分に観察できる (可視性が

高まる)からである｡理論上,公式に従った客観的な業績評価と主観的な評価のどちらが優れている

かは明らかではない (Ittner&Larcker,1998b,p.228)｡BSCでは,二つの役割を期待 して業績と報

酬が結び付けられる (Kaplan&Norton,2000b,p.255)Dそれは,従業員の関心を戦略的に重要な業

績評価指標に向けさせること,およびに,モティベーションを高めることである｡このような目的の

ために,マネージャーに対する客観的な評価と主観的な評価のどちらが適切であるかをさらに調査す

る必要がある｡

次に,事業単位の業績評価の課題である｡四つの視点の妥当性については,何を測定するかという

観点から批判されているD しかし,四つの視点の汎用性は依然として高いといってよいO何を測定対

象とするかということよりも重要なのは,多角的な視点を利用していかに戦略を記述するかである｡

このことは因果関係の問題にもつながる｡

Boyett&Boyett(1999)は,現実の世界では因果関係が明らかでないことの方が多 く.指標間の

正確な相関関係を見出すには至らないという｡また,小林 (2000)ち,外部変数やタイムラグの存在

かっBSCに組み込まれる諸変数間の戦略的な関係のために,因果関係を統計的に実証するのは難 し

いとする｡ しかしながら,少なくとも四つの視点をベースにして戟略を記述することの妥当性を検証

し,ひいては戦略マップの妥当性を検証 しなければならない｡さもないと,いくらBSCをインター

ラクテイブ･コントロールに利用するといっても,中核となる業績測定システムが上手 く機能 しない

可能性も生 じる｡前節で述べたとおり,今後も因果関係の妥当性に関して経験的証拠を蓄積 していく

ことが必要であろう｡

3-3 コミュニケーションに関する課題

Malina&Selto(2000)は,BSCを組織成員に対するマネジメント･コントロールとコミュニケー

ションの装置と捉え,BSCの有効性を検証 しているOその結果,適切lj:マネジメント･コントロー

ル装置の属性 (戦略にリンクした包括的ながらも限定的な指標,価値のある結果に因果的にリンクさ

れた重要業績指標,正確 ･客観的 ･検証可能な指標,マネージャーの管理可能な行動と相対的な業績

を反映する指標,困難だが達成可能な目標,報酬に関連付けられる指標)をもっBSCは,組織成員

の戦略的整合性とモティベーションを高め,それによってポジティブな結果を得ることを示した｡

一方,適切なコミュニケーション装置の属性 (信頼できて理解 しやすいメッセージ,組織文化のサ

ポー ト,対話などによる知識共有)をもっ BSCにおいては,マネジメント･コントロール装置の属

性において見られた関係を見出せなかったとしている｡このことはBSCがコミュニケーション装置

として適切でないということを意味 していないo もちろん Malina&Selto(2000)もそのようなイン

プリケ-ションを導き出 していない｡彼らは,適切なコミュニケーション装置の属性をもつBSCが

戦略的整合性 ･モティベーションの向上につながるという関係をなぜ見出せなかった理由について明
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らかにしていないが,コミュニケーション装置の属性にも含まれるべき変数がマネジメント･コント

ロール装置の属性に分類されているとも考えられる｡BSCの理論的妥当性を検討する上で,｢コミュ

ニケーション｣を成立させるのに必要なBSC設計上の要件を明らかにすることが第-に必要となる｡

次に,BSCの ｢コミュニケーション｣の側面において前提となっている発想もしくは個々のケー

スで観察された事実の積み重ねについて一般的な確証を得ることが要求される｡BSCの ｢コミュニ

ケーション｣において目当てとされているところは,BSCを利用すると,組織成員全員にビジョン

や戦略の共有が図られ,そのことが戦略の確実な実行につながるということであるOこのような言明

の前提にあるのは,戦略をストーリーとして表明することが組織成員の戦略に対する理解を深め,そ

れによって戦略実行へのモティベーションあるいはコミットメントを高めるという発想である｡

しかし,このような発想を支持する経験的な証拠は,BSCの既存研究からは見出せない｡それゆ

えに.戦略をスト-リーとして表現することが本当に組織成員の戦略に対する理解を深めるのか,さ

らには,戦略に対する理解を深めることが本当に組織成員のモティベーションやコミットメントを高

めるのか否かを明らかにしなければならない｡また,戦略に対する理解を深めたり,戦略実行へのモ

ティベーションを高めたりする上で.人口統計学的要因 (年齢,性,学歴など)やパ-ソナ リティ要

因 (仕事の価値,欲求の強さ,能力など)が影響 しないのかどうかについても検討することが重要で

あろう｡これらに関 しては,心理学の分野での知見の蓄積を援用して,行動科学的に検証 していく必

要がある｡

最後に,前節のコミュニケーションに関する批判では,BSCを運営するにあたって ｢コミュニケー

ション｣と ｢コントロール｣の微妙なバランスが要求され,それを可能にするのは経営陣の リーダー

シップであることを指摘 したO｢コミュニケーション｣を成立させるために,この他にもBSC運営上

の要件が必要であるのか否かについても論及 していかなければならない｡

組織のコミュニケーション･システムは,競争優位や財務的業績に直接関連付けられる基本的な内

的資源である (Tuckereta1,,1996,p.53)｡BSCの理論的妥当性を検証する上で,BSCの ｢コミュ

ニケーション｣の側面において前提となっている発想について確証を得ることと,BSCが有効なコ

ミュニケーション･システムであるために必要な要件を明らかにすることが今後の課題になる｡

以上,BSCを研究する上での今後の課題を述べた｡Ittner&Larcker(1998b)やMalina&Selto

(2000)が指摘するように,BSCについての実証研究は限られている｡BSCの理論的な妥当性を検討

する上で,Lipe&Salterio(2000,2002)が実施 したような実験室実験も含めて実証的な研究を進め

ていくことが望まれる｡

おわ リに

1990年代中盤以降,米国企業が競争力を回復 し,長期の好況期に入ったのとは裏腹に,わが国企

業は,バブル経済崩壊以後の長期にわたる景気低迷の中,自らの競争力を低下させている｡このよう

な状況の中,米国企業のマネジメントを学習 し,従来のマネジメントの仕組みを変革する試みが,わ

がEgにおいて進展 している.BSCもその内の一つである｡

文献を読む限り,BSCは非常に魅力的なシステムである｡BSCを導入しさえすれば,経営上の問

題をすべて解決してくれるような印象を受けることすらあるo Lかし.BSCのシステム自休の有用
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性については,個々のケースを通 じて説明がなされている｡そのため,BSCを導入することによっ

て,企業が正味の便益を得ることができるか否かについては.一般的な解答が十分に与えられていな

いのが現状である｡BSCがあらゆる企業に意図 した成果を提供するかどうかを判定するには,今 し

ばしの検討が必要であろう｡

本稿では,BSCを多面的業績測定 システム,予算 ･計画との統合,コミュニケーションの三つの

側面に分け,それらの側面に対応させる形でBSCに対する批判を考察した｡導入に関する批判は,

導入に費やされる時間とコス トについてなされている｡業績評価に関する批判は, トップの情報処理

能力と報酬制度の設計に関係 している｡また,四つの視点の妥当性や因果関係のあいまさに対 して批

判がなされている｡ コミュニケーションに関する批判では,BSCを運営するにあたって ｢コミュニ

ケーション｣と ｢コントロール｣の微妙なバランスが要求され,そのようなバランスを可能にするの

は経営陣のリーダーシップであることを挙げた｡

これらの批判を考察することによって,BSCの理論的妥当性を追及するために今後検討すべき課

題が明らかとなったDまず,導入に関する課題は,導入プロセスを解明することであるO次に.業績

評価に関する課題としては,戦略との統合やモティベーションの向上を図るために客観的評価と主観

的評価のどちらが適切であるか調査すること,およびに,因果関係の妥当性について経験的証拠を蓄

積 していくことを挙げた｡最後に,コミュニケーションに関する課題では,BSCの ｢コミュニケ-

ション｣の側面において前提となっている発想について確証を得ることと,｢コミュニケーション｣

を成立させるのに必要な要件を探求することを提示 した｡

上記のような課題を論及する上で,研究者が積極的に採用していくべき方法は二通りあると考えら

れる｡一つは,研究者が主導的に企業における導入 ･実践プロセスに関与することである｡このよう

な産学連携のもとで研究を進めることによって,BSCの導入プロセスや導入 ･実践における成功要

因 ･阻害要因を明らかにすることができる｡時には,新たなコンセプ トを創出することもありうる｡

もう一つは,実証研究を通 じてBSCの理論的な妥当性を後押しする (あるいはその逆の)経験的

証拠を蓄積 していくことである｡これらの蓄積が進めば,BSCの更なる発展のための土台となりえ

る｡ただし,戦略的マネジメント･システムとしてのBSCは,第一節の図で示 したようにさまざま

な側面から成り立っている｡それゆえ,実証研究を行う際に,BSC全体を捉えるのは難 しいといえ

る｡それでも,いくっかの構成要素に分解 して検証 していくことが必要であろう｡

本稿は,BSCに対 してなされている批判を導入,業績評価. コミュニケーションという側面から

検討 し,今後の課題を提示 した｡ このような試みは,BSCの理論的妥当性を究明するための布石に

なると考える｡
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